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従来手法とニューラルネットワーク構成則の比較［図3］

非硬化領域モデルによる硬化現象の再現［図1］

ニューラルネットワークの構成［図2］
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ニューラルネットワークを用いた金属系材料の
材料構成則の開発

●キーワード● 有限要素法、材料構成則、ニューラルネットワーク、金属系材料、繰り返し塑性

　今日の構造解析には有限要素法が多用されています。
弾塑性有限要素解析の計算精度は、材料構成則の選択に
大きく依存します。金属系材料の硬化現象を考慮可能な
材料構成則はこれまで、多く提案されてきたが、諸式が
複雑、かつ、計算負荷が大きいものが多く、実用性に乏し
いです。本研究室では、多軸応力場での硬化現象を再現
可能、材料定数の決定方法が明快、かつ、計算負荷が小さ
い、実用的な材料構成則の開発を目指しています。
　図1に示すように、非硬化領域モデルに軟化則を考慮
し、地震時に生じる繰り返し負荷時の硬化現象を考慮可
能な材料構成則を開発しました［1］。この材料構成則で
は、1種類の材料試験により、材料定数を決定すること
ができます。
　また、ニューラルネットワークの計算効率および回帰
性能の高さに着目し、材料構成則への適用性に関する研
究を行っています［2, 3］。図2は、ニューラルネットワー
クの構成を示しており、材料定数や塑性関連のパラメー
タを入力し、ネットワークを介して、塑性ひずみの増分
を出力します。図3は、従来手法とニューラルネット
ワークによる計算結果を比較しており、両者の差異が小
さく、開発手法の有効性を示しています。

［1］Teranishi M., Kaneko K., et al.（2021）Journal of Constructional Steel Research 187:106923.
［2］寺西正輝（2020）日本建築学会構造系論文集 85:1565-1573.
［3］Teranishi M.（2022）Mechanics Research Communications 119:103815-103821

アピールポイント

研究の目的、概要、期待される効果

つながりたい分野(産業界、自治体等)

　多軸応力場の材料構成則の定式化および汎用有限
要素プログラムへの構成則の実装ができます。
ニューラルネットワークを構造解析の諸問題に適用
できます。

・高度な材料構成則を用いて、構造物の弾塑性解析
を高精度に実施したい方
・構造解析関連の諸問題の解決にニューラルネット
ワークを適用したい方

関連する知的財産
論文 等

専門分野 有限要素法、鋼構造物、木質構造物、画像解析、機械学習

2016年熊本地震の被害調査

鉄筋コンクリート柱の破壊実験
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建築物の耐震性に関する研究
～　地震被害の低減を目指して　～

●キーワード● 建築構造、地震被害、防災、破壊実験、地震応答解析

　建築材料構造研究分野では、安全で災害に強い建築物
を実現するための研究を行っています。例えば、過去に
発生した大地震では、建築物のある層が完全に崩壊する
層崩壊の被害が数多く生じました。それら層崩壊した建
物の大部分は古い耐震設計基準により設計されており、
現在でも古い建物は多数存在しているため、今後大地震
が発生した際に同様の被害が生じる可能性が大きいと
いえます。層崩壊は人命に直接危害を及ぼす破壊形式で
あるため、将来の大地震に対してこのような建物の崩壊
を耐震補強によって防止することが必要であり、そのた
めには、柱が被害を受けて縦方向に崩壊する際の性状や
建物の崩壊過程を把握しておく事が非常に重要です。
　そこで、建築物をより耐震性の高いものにするため
に、1) 構造実験による部材（柱など）の崩壊性状の把握、
2) 電算機を用いた数値解析による建物の地震時挙動の
予測、のふたつの面から研究しています。このように、将
来の地震被害を軽減することを目指して様々な課題に
取り組んでいます。
　また、2011年東北地方太平洋沖地震、2016年熊本地
震などにおける建物の被害事例を詳細に分析し、将来大
地震が起きた時に被害の再発を防ぐための研究も行っ
ています。

1)山本郁，中村孝也：主筋量の多いせん断破壊型鉄筋コンクリート柱の破壊性状評価，
コンクリート工学年次論文集，第42巻，第2号，pp.121-126，2020.7

アピールポイント

研究の目的、概要、期待される効果

つながりたい分野(産業界、自治体等)

　過去の研究で蓄積されたデータを利用できます。
例えば、建物の部材の破壊実験、モデル建物の地震応
答解析、地震被害調査による被害の原因分析、などに
よる知見です。

・大地震などの自然災害による建築物の被害低減を
目指す分野。
・既存建築物の耐震性向上により、建物の長寿命化を
目指す分野。

関連する知的財産
論文 等

専門分野 建築構造、耐震工学、鉄筋コンクリート構造

※お問い合わせは新潟大学社会連携推進機構ワンストップカウンターまで onestop@adm.niigata-u.ac.jp※お問い合わせは新潟大学社会連携推進機構ワンストップカウンターまで onestop@adm.niigata-u.ac.jp 6-96-8


